Consideration on Amortization Period of Goodwill by 山下 奨
─ 93 ─
跡見学園女子大学マネジメント学部紀要　第 27 号　2019 年 1 月 25 日
のれんの償却期間に関する検討



























（ASBJ）で 2008 年および 2013 年に企業会計基準第 21 号「企業結合に関する会計基準」（企業会
計基準員会 2013b）として改訂されている企業結合会計基準によれば、取得原価が、受け入れた
資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回る場合の超過額とされるものである（企業会計
基準委員会 2013b, 31 項）。当該基準においては、のれんの事後測定について、「資産に計上し、20
年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却す







から公表された財務会計基準書（SFAS）第 141 号「企業結合」（FASB 2001a）および SFAS第
142 号「のれんおよびその他の無形資産」（FASB 2001b）により、IFRSでは 2004 年に国際会計
基準審議会（IASB）から公表された国際財務報告基準（IFRS）第 3号「企業結合」（IASB 2004a）
および国際会計基準（IAS）改訂第 36 号「資産の減損」（IASB 2004b）により、持分プーリング
法廃止と同時にのれんの非償却が要求されることとなった。このことについて、パーチェス法へ
の一元化を進めるための政治的な取引としてのれん償却の免除を図ったとも指摘される（斎藤　













ている。2014 年 7 月に企業会計基準委員会（ASBJ）、欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）お
よびイタリアの基準設定主体（OIC）からディスカッション・ペーパー「のれんはなお償却しな
くてよいか─のれんの会計処理及び開示─」（ASBJ, EFRAG and OIC 2014）が公表されている。
また、企業会計基準委員会からは、2013 年 7 月に企業会計基準委員会から「のれんの減損及び償
却に関する質問票及び意見交換会に関するフィードバック文書」（企業会計基準委員会 2013）、
2015 年にリサーチ・ペーパー第 1号「のれんの償却に関するリサーチ」（ASBJ 2015）、2016 年に



















（2016 年 9 月公表）（ASBJ 2016）では、IASBにおける以下の議論のための基礎を提供するために、
欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）および企業会計基準委員会（ASBJ）のスタッフが実施した、













企業向け IFRS（IFRS for SMEs）において償却が認められた。その後、米国基準では、2014 年
1 月に FASBから公表された会計基準更新書（ASU）2014-02「無形資産─のれんその他（Topic 
350）：のれんの会計処理」により、非公開会社（private company）は、のれんの会計処理（事
後測定）について、10 年以内の定額法で償却することが選択可能になった（FASB 2014, 350-20-
35-63 項）。簡素化されたアプローチが、財務諸表作成のコストや複雑性を減少させ、当該指針の
ベネフィットがその適用のコストを正当化することや中小企業向け IFRSとも整合的であること
などが理由として挙げられている（FASB 2014, BC14 項）6。
　さらに、のれんの減損会計の見直しも行われている。米国基準では、FASB（2014）により、非
公開会社に対して、非公開会社の関係者から、「のれんの会計処理はコストがその便益に見合わな






れ、フェーズ 1としてのれんの減損会計プロジェクトが行われた（FASB 2017, BC9 項）。2017 年
1 月公表の ASU 2017-04「無形資産─のれんその他（Topic 350）：のれんの減損テストの簡素化」
（FASB 2017）によって、のれんの減損テストのステップ 2が廃止（350-20-35-9 項－350-20-35-21
項のほとんどが廃止）されることとなった 7。のれんの減損損失は、報告単位の帳簿価額と報告単
位の公正価値の差額（上限はのれんの帳簿価額）となることとなった（FASB 2017, 350-20-35-2 
6 　FASBは公開企業への適用について審議を開始している（2014 年 3 月）。2018 年 9 月現在、論点整
理や公開草案等は公表されていない。
7　SECに財務諸表を提出する公開企業は、2019 年 12 月 15 日以後開始する年度および四半期ののれ
んの減損テストから強制適用され、早期適用は 2017 年 1 月 1 日から可とされた（FASB 2017, 3）。そ











2015 年 2 月、IASBは主要な発見事項をさらに検討するため、事業の定義と「のれん」を調査研
究アジェンダに追加し、2015 年 6 月、フィードバック文書を公表し、のれんの減損テストは複雑
で、時間を浪費し、コストが高いという多くの意見があったとされている。現在もリサーチプロ
ジェクトが進行中であり、のれんの減損会計の見直しを含めたのれんの事後測定の見直しに関す
る議論が行われている 8。2018 年 7 月の IASBのボード会議では、償却の検討を含めた見直しの
ディスカッションペーパーを作成する方向で合意がなされている（IASB 2018）。



















基準委員会 2015a, 3 項）。「修正国際基準」は、新たな IFRSのエンドースメントに伴って改正が行わ
れている。
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　2013 年 7 月に企業会計基準委員会から「のれんの減損及び償却に関する質問票及び意見交換会
10　2009 年 7 月に企業会計基準委員会から公表された「企業結合会計の見直しに関する論点の整理」
（企業会計基準委員会 2009）でも、のれんを償却するとする考え方の根拠とのれんを償却しないとす
る考え方の根拠、追加的な論点（のれんの減損処理の国際的な会計基準との異同、無形資産への配分
の国際的な会計基準との異同）等について取り扱われていたが（企業会計基準委員会 2009, 92 項－





るものとされていた（企業会計基準委員会 2007, 7 項）。
年 会計基準 主な内容
1970 米国基準 40 年以内の償却（会計原則審議会（APB）意見書第 17 号「無形資産」）
1983 国際会計基準
（IAS）
20 年以内の規則的償却法（国際会計基準委員会（IASC）IAS第 22 号「企業結
合」）※持分控除法も容認
1993 IAS 持分控除法禁止（IAS第 22 号改訂）
1998 日本基準 20 年以内の償却（連結原則）
2001 米国基準 償却禁止（SFAS第 141 号・SFAS第 142 号）
※定期的な減損テスト要求、持分プーリング法廃止
2003 日本基準 20 年以内のその効果の及ぶ期間にわたって償却（企業結合会計基準）





















年 9 月 7 日～10 月 5 日に国内関係者に質問票への回答募集が行われ、財務諸表作成者 12 通、財
務諸表利用者 6通、監査人 3通、学術研究者 2通の計 23 通の回答があったとされる（企業会計基
準委員会 2013a, 27 項）。また、2012 年 10 月 5 日に「のれんの減損及び償却に関する質問票につ
いての意見交換会」を開催し、財務諸表作成者 4名、財務諸表利用者 4名、監査人 2名、学術研






2013a, 5 項 ; 24 項）。当該質問票調査は、IASBによる IFRS第 3号の適用後レビューに対して早期の
インプット及び深度のある分析を提供することを目的とし、のれんの減損に係る要求事項及び IAS
第 36 号の減損テストの適用による財務報告の利用者にとっての価値に焦点を当てたものであるとさ
















委員会 2013a, 質問 13）。
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（2）ASBJ・EFRAG・OICディスカッション・ペーパー
　2014 年 7 月に企業会計基準委員会（ASBJ）、欧州財務報告諮問グループ（EFRAG）およびイ
タリアの基準設定主体（OIC）からディスカッション・ペーパー「のれんはなお償却しなくてよ
いか─のれんの会計処理及び開示─」（ASBJ, EFRAG and OIC 2014）が公表された 14。取得した
のれんの会計処理及び開示の要求事項（負ののれんに関するものを除く）に関する代替的アプ
ローチを検討し、利害関係者により特定された欠点に対処できる方法に関して暫定的な結論を引
き出すことなどが目的であった（ASBJ, EFRAG and OIC 2014, 1 項（b））。その結論は、のれん
の償却を再導入することが適切というものであった（ASBJ, EFRAG and OIC 2014, 86 項）。のれ
んの償却は、企業結合で取得した経済的資源の一定期間にわたる消費を合理的に反映するもので
あり、適切なレベルの検証可能性と信頼性を達成する方法により適用できるためとされていた
（ASBJ, EFRAG and OIC 2014, 86 項）。
（3）ASBJリサーチ・ペーパー第 1号




（ASBJ 2015, 1 項）。背景として、ASBJは、日本基準では依然としてのれんの償却を要求してい
るという事実を踏まえて、日本企業の現在の実務に関する実態調査を実施することを決定したた







わが国の財務諸表利用者との議論の 4つである（ASBJ 2015, 10 項）。







る（ASBJ 2015, 16 項－18 項）。
（a）調査期間：2014 年 11 月 25 日から 2014 年 12 月 19 日
（b）質問票を送付した企業総数：56 社（回答者の大半は大規模な多国籍企業）
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いるのが、ASBJ, EFRAG and OIC（2014）である。そこでは、会計基準における償却期間の規
定方法について、以下の要求事項により、取得したのれんの償却期間を企業が合理的な方法で見









































　さらに、償却期間は一定の最長年数（例えば、10 年又は 20 年）を超えるべきではないという
反証可能な推定を設けることを支持するとされていた（ASBJ, EFRAG and OIC 2014, 85 項）。








（d）企業が適切と考える償却期間を選択することを認める。（ASBJ, EFRAG and OIC, 2 項）
　この ASBJ, EFRAG and OIC（2014）に対して寄せられた 29 通（日本からは 3通）のコメント
レターを受けて、2015 年 2 月に、フィードバック・ステートメント「ディスカッション・ペー
パー「のれんはなお償却しなくてよいか─のれんの会計処理及び開示─」への回答」（ASBJ, 
EFRAG and OIC 2015）が公表された。寄せられた回答の要約では、「全般的には、のれんの償却
を支持したコメント提出者は、取得したのれんの耐用年数を作成者が決定するのに役立つガイダ
ンスを IASBが開発すべきであると考えていた」と要約されている（ASBJ, EFRAG and OIC 
2015, 4）16 17。
　ASBJ, EFRAG and OIC（2014）における質問 2に対して、大半のコメント提出者は、見積耐
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用年数にわたるのれんの規則的な償却におおむね同意したと要約されている（ASBJ, EFRAG 
and OIC 2015, 8）。それらのコメント提出者の中の多数は、リサーチ・グループの予備的見解で
ある、取得したのれんの耐用年数を見積るためのガイダンスの必要性におおむね同意し、取得し
たのれんの耐用年数を作成者が決定するのに役立つガイダンス（例えば、企業が考慮すべき要因）
を IASBが開発すべきであると考えていたとされている（ASBJ, EFRAG and OIC 2015, 8）。
　多数のコメント提出者は、最長の償却期間を設けることを支持していたものの、最長の償却期
間は何年とすべきかに関して、これらのコメント提出者の意見は分かれていたと示されている
（ASBJ, EFRAG and OIC 2015, 8）。一方で、多くのコメント提出者は、IASBが、最長の償却期
間を示すことはせずに、企業が適切と考える償却期間を選択することを認めるべきであると考え
ていたとも示されている（ASBJ, EFRAG and OIC 2015, 9）。
　一部のコメント提出者は、のれんの耐用年数を決定する際には、主観性及び高いレベルの判断
が必要であることを承知していたが、主観性及び判断のレベルは、減損テストの場合よりも高く




について、①回答者の約半数（48％、25 社中の 12 社）が、基準において定められた一定の最長
期間を超えない償却期間の範囲で企業が適切な償却期間を設定するアプローチを支持しており、
これらの回答者全てが 20 年を最長期間とすべきとしていた、②回答者の約 3分の 1（28％、25 社
中の 7社）が、（最長の）基本となる期間を定めつつ、合理的な説明により反証可能な場合には、
より長い期間を使用するというアプローチを支持しており、それらの回答者の 7社のうち、5社
が 10 年が基本となる期間として適切であるだろうと述べたほか、2社が、20 年が基本となる期間
として適切であるとしていたと示されている。
　なお、質問 3の定額法以外の償却方法を選択したと記載していた回答者はいなかったと示され
ている（ASBJ 2015, 30 項）。また、質問 4の残存価額の見積りについて、残存価額をゼロ以外で
見積ったと記載した回答者はいなかったとされている（ASBJ 2015, 31 項）。この意味でも、償却
方法として一般的な定額法における 3つの要素のうち、取得原価と残存価額ではなく、償却期間
16　ASBJ, EFRAG and OIC（2015）では項（paragraph）が明記されていないため、ここではページ
数を示している。なお、企業会計基準委員会から公表されている仮訳のページ数とは異なっている。














トには 3年から 5年というより短いライフサイクルがある一方、製薬は 10 年から 15 年というよ
り長いサイクルがある）が挙げられている（ASBJ, EFRAG and OIC 2015, 6）。











されている会計方針の開示がレビューされている（ASBJ 2015, 11 項－15 項）。そのうち、286 社
が 2014 年 3 月 31 日を報告日として日本基準に従って連結財務諸表を作成しており、286 社のう
ち、247 社が、使用した償却期間の開示を重要な会計方針の一部として提供していたとされる
（ASBJ 2015, 11 項）。その発見事項は、次の 4つに整理されている（ASBJ 2015, 12 項－15 項）。
　第 1に、135 社が、のれんを償却している具体的な年数を記載していたとされ、5年が 74 社、
10 年が 13 社、20 年が 19 社、その他の期間が 29 社であったとされている（ASBJ 2015, 12 項 ; 13
項）。第 2に、86 社が、のれんを償却している期間の範囲に言及（例えば、5年から 10 年、20 年
以内の期間）、20 年以内が 55 社、5年から 10 年が 9社、5年から 20 年が 8社、その他の範囲が
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14 社であったとされている（ASBJ 2015, 12 項 ; 14 項）。第 3に、27 社が、のれんを償却してい
る期間を明示するのではなく、記述的な説明を提供しており、通常、会計基準の記載に沿ってい
た（例えば、「償却期間は、のれんがその効果が及ぶと見込まれる期間に基づいて算定している」）
とされている（ASBJ 2015, 12 項 ; 15 項）。なお、6社が、上の 3つを組み合わせたアプローチに
言及していたとされている。第 4に、5社が、企業結合が行われた期間にのれんを費用として認





　のれんの償却期間を決定する際に考慮する要因は、次のとおりである（ASBJ 2015, 21 項－22
項）。第 1に、多くの回答（31 中の 12）が、通常考慮する要因として、被取得企業が単独で、よ
り高い将来キャッシュ・フローを維持すると見込まれる期間、取得企業と被取得企業の結合から
生じるシナジーが実現すると見込まれる期間の両方又はどちらかに言及した。第 2に、多くの回








　償却期間を特定する際の企業の内部方針について、回答者の過半数（63％、19 社中の 12 社）
が、のれんの償却期間の算定に関する決定を単純化するように、社内方針を設けているとされて
















慮した要因について、①主要な企業結合の 3分の 1以上（38％、40 中の 15）について、見積った
償却期間は 20 年であった、②主要な企業結合の約 3分の 1（30％、40 中の 12）について、見積っ
た償却期間は 10 年であった、③主要な企業結合の約 4分の 1（22％、40 中の 9）について、見
積った償却期間は 5年であった、④いくつかの主要な企業結合（10％、40 中の 4）について、見
積った償却期間は20年、10年、5年のどれでもなかったとまとめられている（ASBJ 2015, 24項）。
業種別に、①製造業の企業については、償却期間は 10 年以内であることが多かった（76％、21
中の 16）、②金融業の企業については、償却期間は 20 年であることが多かった（58％、12 中の





12 中の 8）、③主要な企業結合の 66％（9件中の 6件）において、償却期間は 5年と見積られたと




や価格算定に関する外部の報告書の両方に言及していた、②回答者の約 3分の 1（29％、17 社中




（ASBJ 2015, 29 項）。
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